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Ⅰ　沿　　　　革

昭和43年11月

昭和45年10月

月
　
月
　
月

「
0
　
　
5
　
　
7

年
　
年
　
年

6
　
　
7
　
　
8

4
　
　
4
　
　
4

和
　
和
　
和

昭
　
昭
　
昭

衛生研究所に公害研究部を新設する。

衛生研究所公害研究部を廃止して、公害センターを新設し、庶務係、研究部（第l科・第2糾）

を設置する。

テレメーター準備室を設置し、1係1部（2村）1窒とする。

テレメーター準備室をテレメ…タ一重と改め、研究詔引こ第3科を設置するっ

次長制を採用し、庶務係を庶袴課と改め、研究部を廃止して、大気騒音部〔第1糾・第2利巨、

水質部（第1科・第2科）を設置し、1課2部〔4科」1蕃とする。

昭和50年　5月　　大気騒音部第1科・第2科をそれぞれ同部特殊公害科‥大気科と改め、水質部第］村・第2科

をそれぞれ同部河川水質料・工場排水科と改める。

昭和54年　4月　　テレメーター室を大気保全課に移管し、1課2部（4科）とする。

Ⅱ　運　営概要

（‡）組織と業務

次　　長

総合的な企画、調整

予算、経理、文書

財産、物品の管理

その他庶務事務

自動車排出ガス、悪臭に係
る調香・研究・指導

騒音、振動に係る調査・研
究・指導

環境大気中の粉じん、有害
カ’ス等に係る詞査・研究

工場排カ、ス中のばい煙、有
害物質等に係る調香・研究
指導

公共用水域の水質、底眉七
係る調査q研究・指導

水生生物の調査・研究

工場排水等の水質に係る詞
査・研究・指導

排水処理技術の研究・開発・
指導

昭5541現在

区　　　　 分 人　　 員

人　　　　　 員　　　　　 内　　　　　 訳

所　　 長 次　　 長 庶務課
大気騒音部 水　 質　 部

部　長
特 殊
公害科
大気科 部　長 河 川水質科

工 場
排水科

事　 務　 吏　 員 3 3

技　 術　 吏　 員 29 ロ ロ ロ 7 6 ロ 7 5

技
能
轡
貝

試験検査助手 2 ロ ロ

運　 転　 手 ロ ロ
円

計 35 1 i　 l 4 ロ 7 6 ロ 8 i　 6

ー1－



（Ⅲ）業務分掌

昭554．1現在

部 課　　 科 職　　 名 氏　　　　 名 事　　 務　　 分　　 担

所　　　　　　　 長 白　　 沢　　 忠　　 雄 所内統括

次　　　　　　　 長 梅　　 村　　　　　 実 所長禰佐

庶　 務　 課

庶　 務　 課　長 尾　　 崎　　 鉄　　 男 課内統括 ・予算

主　　　　 任 大　　 木　　 和　　 恵 決算 ・経理 ・福利厚生

主　　　　 事 大　　 柿　　 代　　 子 経理 ・物品管理 ・一般庶務

技　　　　 師 金　　 子　　 光　　 孝 自動車の運行 ・管理

大 気 騒 音部

大　 気　騒　 音　 部 長 川　　 瀬　　 善 部内統括

特殊 公害 科

特殊公害課長 北　　 野　　　　　 拓 科内統括

主　 任

主　 任

小　　 林　　 良　　 夫 騒音 ・振動の試験検査 ・調査研究

昆　　 野　　 信　　 也 悪臭 ・光化学物質の試験検査 ・調査研究

主　　　　 任 五　　 井　　 邦　　 宏 大気汚染の解析 ・予測システムの研究

主　　　　 任 松　　 岡　　 達　　 郎 振動 ・騒音の試験検査 ・調査研究

技　　　　 師 湯　　 沢　　 修 悪臭 ・自動車排ガスの試験検査 ・調査研究

技　　　　 師 江　　 角　　 光　　 典 自動車排ガス ・悪臭の試験検査 ・調査研究

大 気 科

！

大　 気　 科 長 新　　 井　　 真　　 杉 科内統括

主　　　　 任 水　　 上　　 和　　 子 粒子状物質の試験検査 ・詞査研究

主　　　　 任 小　　 川　　 和　　 雄 有害カスの試験検査 ・調査研究

主　　　　 任 長　　 田　　 泰　　 宣 粒子状物質の試験検査 ・調査研究

主　　　　 任 大　　 渕　　 康　　 彦 粒子状物質の試験検査 ・調査研究

技　　　　 師 竹　　 内　　 庸　　 某 有害ガスの試験検査 ・調査研究

水　 質　 部

水　 質　　 部　 長 和　　 田　　 雅　　 人 部内統括

河 川 水 質料 圭　と

河川水質科長 伊　　 藤　　 誠 一 郎 科内統括

主　　　　 任 長　　 島　　 廉 太 郎 河川水水質の試験検査補助

主　　　　 任 須　　 貝　　 敏　　 英 河川水水質の試験検査 ・調査研究

主　　　　 任 粕　　 谷　　 敏　　 明 〝

技　　　　 師 松　　 本　　 賢 ／′

技　　　　 師 野　　 口　　　　　　 辟 〝

技　　　　 師 杉　　 崎　　　　　 男 ／γ

技　　　　 師 丸　　 山　　 由　吉 雄 〝

工 場 排 水科 ‡

工場排水科長 渋　　 谷　　 武 科内統括

主　　　　 任 吉　　 原　　 ふ　み　子 工場排水水質の試験検査補助

主　　　　 任 大　　 畠　　 淳　　 彦 工場排水水質の試験検査 ・調査研究

技　　　　 師 谷　　 口　　 通　　 朗 〝

技　　　　 師 植　　 野　　　　　 裕 〝

技　　　　 師 石　　 山　　 栄 〝
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（珂　予　　算

昭和54年度予算（最終）

歳　　入

款　　 項　　 目 節 予　 算　 額 備　　　　　　 考

⑥ 使用料及び手数料

（2） 手 数 料

1）総 務 手 数 料

2　 環　 境　 手　 数　 料

円

355，000

355，000

355，000

355，000

合　　　　　　　 計 355，000

歳　　出

款　　 項　　 目 節

予　　　　　 算　　　　　 雷 i 備　 考

公 害 セ　ン ター
行 政 各 課

か ら の 令 達
計

②　 総　　 務　　 費

9 旅 費

9 旅 費

11 需 用 費

19 夏 賢 妻 欝 翌

11 需 用 費

3 職 員 手 当 等

7 賃 金

8 報 償 費

円

27，36t OOO

27，364，000

27，364，000

851，000

100，000

　　 円

17，799，585

　　 円

45，163，585

（1） 総 務 管 理 費 2，9 17，585 乙917，585

1） 一般管理費

2） 人事管理費

8） 財産管理費

（3） 環 境 費

1，785

11785

1，296，800

200，400

836，400

260，000

1，6 19，000

1，6 19，000

14，882，000

1，785

1，785

1，296，800

200，400

8 36，400

260，000

1，619，000

1，619，000

42，246，000

1） 環境総務費

3） 公害対策 費

⑧ 土 木 費

60，000

60，000

1も822，000

231，000

60，000

60，000

42，186，000

85 1！000

331，000

9　 旅　　　　　 費 2，853，000 1，960，000 4！813，000

11 需 用 費

12 役 務 費

14 使用料及び賃借料

15 工 事 請 負 費

18 備 品 購 入 費

27 公 課 費

9 旅 費

7，220，000

1，387，000

100，000

10，000，000

4，627，000

226，000

12，631，000

9，950

19，851，000

1，387，000

100，000

10，000，000

4，627，000

226，000

9，950

（5） 都 市 計 画 費 9，950 9，950

5 ） 下 水 道 費 9，950

9，950

9，950

9，950

合　　　　　 計 27，36」主，000 17，809，535 45，173，535

ー3－



皿　業務僧　要

（工）大気騒音部

1　特殊公害打

（1ノ　行政検査（法令に基づく義傍的検査」

ア　自動車排出カス対策

県内の主要幹線道路及ひ車両の渋滞が著しい地点で、

一酸化炭素、二酸化窒素及び鉛について、22市町の協

力のもとに、1市町当たり約1か月の期間で調査を実施

した。一一般的な長期傾向として一酸化炭素は減少傾向、

二酸化窒素は増加蝮向、鉛はほとんど一般環境大気中の

それと同じであった。

イ　悪臭防止対策

官能試験法の採用が条例化されたため、関係市町職員

に周知させる臼的で、当センター及び熊谷市において、

延6日間約70名に対し講義・実習■指導を行った。叉、

公害監視室からの依頼により鋳鉄工場のアンモニア、塗

装工場ヤアスファルト工場等からの炭化水素類、化製場

からのアンモニア1トリメチルアミ　ノ等を測定した。

ウ　騒音振動防止対策

公害監視毒からの横転により、騒音・振動に対する測

定解析を実施し、防止対策の指導及び助言を行った。

（2）低額検査（手数料散収の挨鹿〕

ア　自動車排出カス関係

県の行う行政検査以外に市町独自で自動車交通量の多

い地点を選んで、排出カ∴スにともなう二酸化窒素、鉛の

検査依療を受け創建を行った。

イ　悪臭関係

主として有鹿磨剤関係であるが、市町で原困物質が解

明できない公害問題を、当センターで詞査測定し、その

除害方法の指導を行った。

ウ　騒音振動閑稀

市町で防止対策の指導が困難な、癖造上場・鉄工所等

から発生する騒音振動の測定解析を行い、その防止対策

を助言した。抑il故障工事に伴う庄民苦情にも対処した。

54年秋頃から例年になく低周波空気振動し低周虔騒

音）の苦情か市町経由で数多く持ち込まれた。．その発生

備になっているものは、主として冷凍機のコンプレノサ

ー、ボイラーのバーナ「、裁断機信とて、付近住民に身

体的■精神的な影響を与えているものか数多くあった。

これらの空気振動を測定解析して、防止対策を指示し苦

情の解決を行った。

唱ノ　調査研究

ア　残響時間の測定精度に関する研究

防音対策を行う際に吸音材を決定する手段として残響

時間の測定を行うが、測定の精度を高めるために競技用

ピストルの発射音を用いて、各種の誤差要因をチェック

し、より正確な測定法を検討した。研究の結果、音源と

しては、白色雑音発振器より簡便などストル音が充分測

定に使用できること、又、発射音を集録するマイクロホ

ンの配置は、部屋の形に対し非対称になるような任意の

3か所に設置する事など種々の知見を得たっ

イ　振動伝搬防止に関する実用化の研究

52年定から3か年計画で行っているもので、現場で

収録した振動疲形を、起振故により改良地盤上に正確に

再現させ、振動エネルギー吸収媒質の作成及ひ吸収性態

試験を行った。研究の結果、振動公害の中で波長の比較

的長いものは、吸収媒質をつめた構によって、振動伝搬

を防止できる事か分かった。

り　脱臭触媒の特性調査

54年度から3か年計画で行うもので、初年度は主と

して有鱗磨剤を対象とし、数種類の触媒を焼結製作して、

それぞれの触媒の有機溶剤に対する除去効果及び温度に

よる効果の変化を調べた。結果として、酸化クロム、二

酸化マンカ∵ノ、酸化銅は280℃前後でトルエンの脱臭

に有効な事が分かった。二年次目は、対象の有機磨剤を

種々変えて、それに対する効率を研究することとしてい

る。

エ　悪臭除害設備の適正規模調査

54年度から3か年計画で行うものて、主としてアス

ファルト工場、塗装工場、有機磨剤工場を対象とし、初

年度は、アスファルト工場からの悪臭排出状況を、総体

的に把握する目的で測定調査を行った。その結果、沸点

の高い物質が比較的多く出ているので、水洗堵切みでも、

かなりの物質が除去できるとの知見が得られた。

オ　オキシダント自動測定機器精度研究（環境

庁委託）

オキシダント計の測定方法か改正されたが、このこと

による測定精度を検討するとともに、ロⅤ法オゾン計の

性能及び妨害物質試鋲を実施した。研究の結果、オキシ

ダント計の反応温度変化による影響は、温度が高ければ

指示値が低くなることが認められた。
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（4）昭和54年度試験検奄実施状況

項 目

検査

「酸化

炭 素

窒　 素 アンモニア アンモニア
一酸化
炭 素
（自動測

法 ．走 その他 騒　 音 振　 動 悪　 臭 低周 波

計鉛 イ　 オ　 ソ イ　 オ　 ソ 8　 悪 の看機 （周波数 （周波数 物　 質 空　 気

酸化物 （雨 水 中 ） （大気中 ） 定戯 う 臭物質 物　 質 分 析 ） 分 析 ） （官能蔭 ）振　 動

行　 政 2 0 4 8 0 2，0 4 9 1 4 9 1 04 16，0 7 8 8 2 6 5 0 18，74 8

依　 板 4 7 1 7 6 つJ 1 1 0 1 0 5 4 4 1

研　 究 0 9 0 3 2 1 6 0 2 8 2

計 2 0 4 1 2 7 2 ，2 2 5 1 4 9 1 0 4 16，0 7 8 田 9 0 1 4 2 2 6 5 2 6 5 0 19，4 7 1

2　大　気　科

（1）行政検査

ア　酸性降雨対策

降雨のPH等を測定し、その数値が一定レベル以上に

なったときは、関孫畿開から県民に周知することを目的

に行った。

調査期間は、通年で降雨毎に分析した。調査地点は、

当センター内、調査項酌ま、P軋導電率、SOミ：

NO3、C且∴NHJの6項目である。

54年度は調査の結果、次のことが明らかとなった。

PHは、前年度よりやや酸性であったが、50～52年

度に比べれば中性に近づいた。叉、PH値とN03、

SO㌃値との相関性が高かった。

詳細は、「さいたま環境マンスリ→」第105号に掲

載した。

なお、この測定等は、当センター特殊公害科の協力を

得て行った。

イ　大気環境特別対策

特別に大気汚染調査地点を設け、大気の汚染状況を把

握し、自動測定機による常時監視結果の補完資料とする

ものである。

調査期間は通年一　調査地点は戸臥所択一越谷、大宮、

熊谷の5市である。調査項目は浮遊粉じん量、C r、

Ⅴ、P b、Cd、Z n、Nlである。

54年度の調査結果から次のことが明らかになった0

各金属濃度は戸田が高く、熊谷が低い傾向にあった。粉

じん濃度や金属濃度の比較的高い大官が、含有率におい

ては、他の地点に比べて低くかった。各地点のV濃度は

冬季において高かった。詳細については、「さいたま環

境マンスリー」第104号に掲載した。

り　窒素酸化物対策

窒素酸化物に搾る環塩蓮華の達成を図るため、固定発

生原について、排出孫数に関する調査を行った。

調査期間は通年、調査対象は廃棄物焼却炉、瓦焼成炉、

硝子溶融炉等である。調査項目は、煙道排ガス中のNOx、

02、水分等である。

以上の調査の結果、各種固定発生源のNOx排出係数

を明らかにすることができた。

ェ　大気汚染発生源の規制指導

工場、事業場から発生するばい煙、有害物質等による

大気汚染を防［とするため、発生源に対する立入検査を強

化し、排出基準を遵守させるものである。

調査期間は通年、調査対象は、金属溶解炉等20施設

である。調査項目は、ばいじん量及びCd、Pb等の有

害物質である。

以上の調査の結果、排出基準を遵守させることができ

た。

（2）依頼検査

降下ばいじん量33件及び硫黄酸化物22件について、

実施した。

（3）調査研究

ア　ばいじん中の元素の形態調査

ばいじん発生源と周辺環境との因果関係並びに各種発

生靡の周辺環境に及ぼす寄与率を明らかにしようとする

ものである。

木調麿は3年継続であり、54年度が最終年度である。

調査項目は粒径分布、結晶相の同定及び電子顕傲鏡撒影

である。

調査の結果については、本年報のP16～P27に掲

載した。

イ　アルミ再生工場（建屋）からのフッ化物の

拡散調査

工場連星から排出される有害カ’スの拡散の状態を明ら

かにするた捌こ、トレーサーガスを用いて拡散調査を行

一）た。

調査期間は日召和55年2月～3月、調査対象は建屋及

－5－
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ひその周辺10地点、調査項目はトレーサーカス虞度及

び気象テ→タである。

調査の結果については、】‾窮21回大気汚染学会」に

おいて発表した。なお、本研究は特殊公害糾との共同研

究である。

り　湿性大気汚染調麿し環境庁委託）

湿性大気汚染の原因究明のために、大気中及び雨水中

′j）昭和54年度試験検査実施状況

の汚染物質の調査を行った。

調査期間は54年6月～7月、調査地点は膚和及び熊

谷、調査項目は各種大気汚染物質、雨水中の各種イオン

である。

調査の結果については、「昭和54年度盛性大気汚染

調査結果報告書」に掲載した。

項 目

P H 導 電 率

統　 酸 硝　 酸 塩　 素

粉 じん

ば　 い

ク　ロ ム

バ　 ナ カ　　 ド
鉛

検 査 イ オ ン イ オ ン イ オ ン じ　 ん ジ′ウ ム ミ　ウム

行　　 政 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 19 36 60 6 0 6 0 6 0

依　　 頼 3 3

研　　 究 7⊥皇 74 7 4 7 4 74 8 2 13 2 4 2 10 5 1 1 3

計 1 85 1 85 18 5 18 5 18 5 1 19 1 5 1 19 2 10 2 17 3

項 目

亜　 鉛 ニフケル

形　 態 窒　 素 硫　 黄 六 弗化 ホ ル ム

ア ル デ 硝　 酸 そ の他 計

検 査 分　 析 憤 化 物 酸化 物 硫　 黄 ヒ　 ド

行　　 政 6 0 6 0 5 1 0 15 0 1，7 30

依　　 蝮 2 2 5 5

研　　 究 13 2 1 3 2 1，8 0 0 1 3 3 1 5 4 7 9 6 97 3，9 7 1

計 1 92 1 9 2 1，8 0 0 5 10 2 2 1 3 3 1 5 4 7 9 84 7 5，7 5 6

Ⅲ〕水　質　部

1　河川水質料

（1）行政検査

7　主要河川水質監視

昭和54年度の碕玉県における公共用水域の、水質測

定計画に基づく測定地点数は、84であった。当セソタ

【が担当したのは、そのうち46地ノ竜で、毎月1回採水

を行った。そして、そのうちの26地点について水質分

析を行った。また、流量観測を5地ノ酎こついて、採水時

に行った。底質について軋前記46地点について、年

1回採取を行った。（表トⅡ参照）

イ　水質異常緊急時対策

公共用水威等で、魚浮上、水質の環境基準超過などの

突発的な事故が発生したので、被害の拡大を防止するた

め、その原乱汚染物質発生原等の究明のための水質分

析を行った。（蓑Ⅱ参照）

ウ　カドミウム環境汚染対策

ヵドミウム取壊工場、事業場の排出水によって、環境

汚染の恐れがある地域の水団について、その水田の玄米

のカトミウム調査を行った。（表Ⅱ参照）

（2）調査研究

ア　河川の生物学的調査

河川に生息する付着藻類、底生生物等を調査し生物学

的な側面より水質の状態を把握する。そして環境保患

および公害防止対策の資料に資する。昭和54年度は荒

川水系について、本川地点、支川地点の計10地点につ

いて調査を行った。結果については、とりまとめ中であるQ

イ　河川底質のサンプリング調査

河川の底質は、採取場所によりその含有する成分は非

常に大きく変動する。そこで河川を揖断方向に底質の採

取を行い、その含有する成分がどのように変化するか重

金属を中心に検討を行った。調査対象は荒川について行

った。結果は、「河川底質のサンプリソグについての‾

考察」として、本年報に報告した。

表Ⅰ　対象河川及び測定地点数

水　 系 河 川 敷
水　　　　　　　 質

県 建 設 省 政 令 市 計

荒　　 川 19 2 0 1 3 9 4 2

新 河 岸川 5 10 1 0

利　 根 川 6 4 1 0

「‾：）

14

中　　 川 8 1 2 1 1 8

計 3 8 4 6 2 8 l lO 8 4

与
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表立　昭和54年度試験検査実施状況

区　　　 分

項 目

検体
P H D O B O D C O 工） S S

大 腸菌

群 数

n －へ

キ サ ン
抽 出物

カ ド

ミウム

1／ア ンノ

有 顔

リ ン

鉛

六 廟

ク ロム

主　 要　 河　 川
3 12 3 12 312 3 12 156 3 12 240 24 3 12 3 12 156 3 12 3 12

水 質 監 視

水 質 異 常

緊 毎 時 対 策
49 20 6 6 9 7 26

ノ

8 9 8

　 ヽ
、一山ヽ
カ ドミウム 環境
染 対 策

45
4 5

汚 、

依 頼 検 査
3

6

調　 査 ・研　 究 17 2 3 0 30 30 30 30 14 2 14 2

計 58 1 3 62 34 2 34 8 19 2 35 1 240 31 50 5 338 164 46 3 320

区　　　 分 ヒ　 素 総 水銀 導 電率

塩 素

イオ ン

M B A S

ア ンモ

ニア性
窒 素

リソ酸

イオ ン

ニノケル 駄 クロム その他 計

主 要 河 川　　一 視
3 12 3 12 3 12 156 156 156 156 156 26 4 ，814

水 質 監

水 質 異 常

空Ⅰ

4 10 6 6 10 7 14 2

緊 心 時 対 策

ー盲 ドミウム環 境　ヌ
45

汚 染 寸 策

依 転 検 査

6 12

調　 査 。研　 究 142 30 30 30 30 30 726

5，739
計 45∠隻 312 34 6 186 166 192 15 6 19 2 26 10 43

ロ

2　工場排水科

（1）行政検査

ア　工場事業場排出水汚染状況調査

汚濁水発生庶に対し、排水基準を遵守させるため、水

質汚濁防止法に基づき、工場、事業場の排出水検査を実

施した。（表Ⅰ■Ⅱ参照）

蓑Ⅰ対象施設別施設数・検体数

ノ佑 対　 象　 施　 設 施設数 検体数

ロ 尿尿処理施設 134 152

2

3

4

酸 又 はアル カリ表面処理施設 81 90

電 気め っき施設 82 87

畜 産食料品製造 の用に供す る施
23 36

圭JL

5

6

醍

皮 革製造業の用に供する施設 13 34

科学技術 に関する研究、試験、

検査又は専門教育を行 う事業場
21 28

7

8

ガ ラス又 はガラス　 一口ロの　－j造
20 26

の用 に　 す る施設
．′ヽ

その他 155 16 9

計 52 9 622

イ　事故発生時の原因究明調査

水質環境からの有害物質の検出や、魚類へい死事故な

どに伴い、流域の関係工場、事業場の排出水検査を行っ

た。（表Ⅱ参照）

∽　有害物質流出事故州6件（14工場、

24検体）

行）魚類へい死事故　一2件（2工場、

2検体〕

（2）調査研究

ア　排水処理法実意調査

排水基準違反件数は、県中期計酎こより監軋指導体

制が整備され、減少しているものの、なお違反は後を絶

たないところから、第2年次として、有機性汚濁物質の

排出が多い食料品製造業と皮革、毛皮製造業が抱えてい

る問題点を明らかにすべく、同事業所の排水処理の実態

を調査した。

調査対象　食料品製造業　15工場（2回〕

皮革、毛皮製造業　6工場（2回）

調査内容　生産工程、排水処理施設の構造、安全

対象維持管理状況、処理効果等

その結果、各事業場の排水処理の実態が十分に把塵で

きた。また、浄化不十分の原因として1排水処理施設の

構造、処理施設の使用における運転条件、処理施設の維

持管理等、僅々の問題点が明らかとなった。皮革製造業

の排水については、昭和55年度に処理実験を行うこと

としている。

（3）指導講習

水処理技乱水質測定技術等について、県、市、工場

ー7－



事業場関床者を対象に次のとおり指導講習を行った。

実 施年月 日 日　 数 依　　 板　　 書
対 象

人 数
内　　　　　 容 講 習 場 所

5 4．8　2 1 ′－、、ノ2 4 4 狭 山市環境部公害課 ロ 水質測定技衝につ いて 公 害 セ　 ン タ ー

5 4 1 1 1 3′－～1 4 ウ
▲．．■
県　 環　 境　 管 理 課 110 公害防止主任者資格認定講習 け　ん　 ぼ 会 館

5 4 1 1 1 4 ロ 埼 玉 県 鍍 金 工 業
組　　　 合 180 め っき事業場の排水処理 について 道　　 山　　 間

5 4 1 1 2 7 ロ 三 郷市 公 害 交通 課 20 排 水処理技術について 三 郷 市 役 所

5 4 1 1 3 0 ロ 熊　 谷　 保　 健　 所 30 め っき事業場 の排水処理 について 熊 谷 保 健 所

5 5　 3　 3 ′、一8 6 大 塚 薬 品 工 業 ㈱ ロ 水 質測定技 術につ いて 公害 セ ン タ ー

5 5　 3　 4 ロ 川　 越　 保　 健　 所 8 め っき事業場 の排水処理 について 川　越 保 健 所

5 5　3 1 7 ロ 中 央 保 経 所
春 日 部 保 健 所 10 め っき事業場 の排水処理について 中 央 保 健 所

表Ⅱ　昭和54年度試験検査実施状況

区　　　　 分 工　 場
事 業 場

　 項 目
検 体 P H B O D S S シ′　ア　 ン′ 総 ク ロム

六　 価

ク ロ ム
カドミウム

工 場 事 業 場 排 出

水 汚 染 状 況 詞 査
52 9 6 2 2 6 0 0 4 3 3 4 7 1 6 5 12 7 9 1 2 9

事 故 発 生 時 の

原 因 究 明 調 査 16 2 6 2 0 6 ロ 6 6 6

排 水 処 理 法

実 態　 調　 査 21 2 7 3 7 3 12 8 1 5 4 2 6

計 56 6 9 2 1 6 9 3 56 7 6 2 5 6 6 15 9 9 7 3 5

区　　　　 分 鉛 嗣 亜　　 鉛 綻 水　 銀 鉄 溶解 性 鉄
溶 解 性

・7 ソガ ソ

ローヘキサン
抽 出物 質

ヒ　　 素

工 場 事 業 場 排 出

水 汚 染 状 況 調 査
59 6 3 1 0 5 8 14 3 4 7 64 1

事 故 発 生 時 の

原 田 究 明 調 査 6 6 6 7

排 水 処 理 法

実　 態 調　 査
19

ノヽ
計 6 5 6 9 10 5 1 4 1 4 3 4 7 90 ロ

区　　　　 分 フェノ¶ル C O D 有 機 リン
ワ　 ソ　 酸 硫　　 黄

H
アンモニア 重 石肖酸 性 硝 酸 性 有　 境 性

イ　 オ　 ソ イ　 オ　 ン 性 窒 素 窒　　 素 窒　　 素 窒　　 素

工 場 事 業 場 排 出

水 汚 染 状 虎 調 査 14 69 2

事 故 発 生 、 の

原 因 究 明 調 査
′ヽ
排 水 処 理 法

実 熊蔓 ■調 査
144 7 7 32 4 4 4 4 4 4 4 4

ノLヽ
計 1 4 2 1 3 2 7 7 3 2 4 4 4 4 4 4 4 4

区　　　　 分 塩 窒 素 B O D （F ） C O D （F） 濁　　 度 M L S　S
塩　 素

イ オ ン
計

工 場 事 業 場 排 出

水 汚 染 状 況 調 査
ロ 2　2 57

‾‾∃妄頂 発 生 時 の

原 因 究 明 詞 査
70

／ヽ
排 水 処 理 法

実 態 調 査
77 3 9 7 8 1 5 9 3 3 8 6 1 3 0 1　　 槽の 混 合 液 中

計 78 39 7 8 1 5 9 3 3 8 6 3　6 2 8
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